



























































































































































































































































































































































































分　割 B D 臨調（民営化推進派の委員）〈財界〉
　これらの主体の主張は，現実にはさまさまな差異や濃淡があるのだが，当時の声明42などをもと
に，「公社制度を維持したままの合理化・効率化」を主張しているのか，それとも「民営化」，「完全
民営化」なのかという軸と，「分割」か「非分割」かという軸で，各主体の立場をおおまかにまとめ
ると表1のようになる。圧倒的に「公社形態維持・非分割」に各主体が集合しており，一見して，
「分割・（完全）民営化」について合意を形成するのが困難であることは明らかである。
　なかでも，法案の作成過程で関係する大蔵省や，立法過程で国会の議決に関与する政党，とくに決
定的な影響力を持つ自民党が「非分割・公社形態維持」（A）に位置した意味は大きい。（分割）民営
化について，これらの主体から合意を得るには，何らかの政治的調整が必要だったことを暗示してい
る。ただし，これらの民営化に反対だった主体も一枚岩だったわけではない，むしろ，全専売と葉た
ばこ農家などのように，具体的な利害の点では対立している部分もあった。各主体の立場について概
観すると，以下のようになる。
　第二臨調：臨時行政調査会は「行政の実態に全般的な検討を加え，行政制度および行政運営の改善
に関する基本的事項を調査審議する」43のであって，第二臨調を一つの主体として扱うのは不適切で
あるかもしれない。反面，第二臨調は，行政の「改善に関する基本的事項」について，「内閣総理大
臣に意見を述べ」44「内閣総理大臣から国会に報告するように，内閣総理大臣に申し出ること」45が可
能な存在だったのであり，行財政改革の是非を問うための単なるアリーナのような存在ではなかっ
た。それは，土光敏夫調査会長が「ミスター行革」と称され，行政改革の推進を期待されていたこと
に端的に示されているだけでなく，第四部会加藤寛部会長の「反対グループ連合をいかにして改革す
るかが民営化の焦点といえよう」46という主張からもうかがい知ることができる。
　ただし，第二臨調がヒアリング等を通して関係者間の主張を聞き，全体を調整しなければならない
立場にあったことも事実である。とくに三公社民営化については，実現可能性の高い答申を要求され
ていたのであり，関係者の誰も合意しないような，一方的な答申をだせる立場にもなかった。そこ
に，一律に分割民営化を検討するのではなく，三公社「それぞれにおいて自主的で創意に富んだ経営
がおこなわれるよう」47検討する余地が生じたといえる。「専売につきましては，比較的事業活動は円
滑に進んでいたように思われます。当時の臨調の認識は，そんな見方でごさいました」48と当時の臨
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調関係者が振り返っているように，臨調内での専売についての意識は，国鉄および電電民営化に対す
る意識と，若干であれ異なっていたようである。
　大蔵省：国鉄を所管した運輸省や，電電を所管した郵政省と異なり，大蔵省は専売公社の民営化に
ついて，実際には賛否を明らかにしていない。「増税なき財政再建」をかかげる第二臨調に対し，大
蔵省がとりうる立場は最初から限定的だったともいえるが，専売民営化に積極的に賛意を示していた
わけでもないところに，大蔵省の立場が象徴されている。専売公社民営化に関する大蔵省の最大の懸
念は，専売納付金の廃止や外国たばこ企業の市場参入によって歳入が減少するのではないかという点
と，所管するたばこ農家の処遇をどうするかの二点であった。第四部会のヒアリングにおいても，大
蔵省は民営化の問題点として，どのような方式で納付金からたばこ税へ切り替えるのかという懸念
と，たばこ農家への農政的配慮の必要性を表明している49。これは，裏を返せば，たばこ税とたばこ
農政の問題を解決できるのであれば，民営化には反対しないという立場の表明である。
　日本専売公社：専売公社は，臨調におけるヒアリングの席で，電電公社と同様，①公社形態を維持
したままの合理化案，②特殊会社化案，③分割民営化案の三案を提出している。専売公社は，これら
三案について，それぞれの利点および欠点を列挙し，結論として第一案の合理化案を主張した。この
主張によれば，専売公社は全面的に反対しているかのような印象を受けるが，実際に懸念していたの
は，民営化による公社形態の変更よりも，たばこ市場の開放によって外国たばこ企業が参入してくる
ことや，「葉たばこ耕作者の処遇」を一方的におしつけられたり，「分割」させられたりすることによ
って，民営化後の負担が増えることにあったように思われる。
　フードは，公企業の幹部が民営化に対してとる戦略の一つとして，民営化によって裁量の拡大をは
かろうとする点（slack・seeking）を指摘している50。専売公社内部でも，葉たばこ全量買い入れや，
予算統制によって公社幹部による自主経営が事実上不可能になっていることへの潜在的な不満があっ
たため，民営化以前から，公社経営の自主性を拡大しようとする動きがあった51。たとえば，専売公
社幹部が，公企業における経営の自主性という問題について，活発な発言をおこなっているだけでな
く52，自主経営について大蔵省と対立したこともある。1968年に専売公社は，たばこの売上不振にと
もなう経営の建て直しのため，「新長期経営計画」を策定した。その計画の基本方針の一部に「納付
金率法定化での自主経営」があったことから，大蔵省によって強い指導を受けたのである。現JT役
員の発言にもあるとおり53，民営化の実施方法いかんによっては，黒字を出すことは可能だったので
あり，専売公社は，民営化について「条件闘争」の立場にあったのである。
　全専売労働組合：民営化には反対しているものの，実質は民営化の条件闘争であったという点で，
全専売は専売公社と似たような立場にあった。全専売の最大の懸念は，民営化にともない身分や労働
条件が変わることである54。反面，賃金の自主交渉が，国会の予算総額制によって事実上制限されて
いたことや，国際価格の3倍になっている国産葉たばこの全量買取が人件費を抑制しているのでは
ないかという不満から，現行の公社制度を全面的に支持する立場にもなかったのである。
　こうした立場を示すものとして，1983年の第39回松山全国大会では，「日本のたばこ・塩産業の維
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持」「公社および関連事業で働く人の生活と雇用条件の維持」「葉たばこ耕作農民・販売店の条件維
持」や「当事者能力の付与と労働基本権の回復」を全専売の方針として決定しているが，公社制の維
持という文字はない。全専売は，合理化実施時などに専売公社と労働協約を締結し，決定的な対立を
避けるなど，極端に対立した時代は短かった。また，国鉄の労組と異なり，公社内に複数の労組が対
立する状況になかったのは，電電公社と類似しており，意思統一がはかりやすい状況にあった。こう
した全専売の姿勢は，専売民営化の実現可能性を高めるひとつの要因になったといえる。
　社会党：社会党，および，同党の主要な支援団体であった総評は，三公社民営化に対して，臨調第
三次答申以後も，反対の立場をとり続けた。社会党の専売民営化反対の論拠は，たばこと塩の低廉か
つ安定的供給を阻害し，たばこ事業による財政収入の安定的確保を困難にするということと，分割民
営化とたばこの自由化は，国内たばこ市場を外国たばこ企業によって奪われることにつながるという
二点である。ただし，専売民営化問題において，社会党が効果的に影響力を行使したとはいいがた
い。社会党を「受身の政治姿勢」にしたのは，飯尾が指摘しているように，国鉄労組内部における国
労と動労の対立や，「実質的には改革賛成」の全電通と社会党執行部の対立，さらに国会内で民社党
や公明党などの野党と共闘することができなかったことなど，専売民営化以外の要因によるところが
大きい55。
　葉たばこ農家・小売業者：もっとも強く専売公社民営化に反対し，院外活動を繰り広げたのは，葉
たばこ農家である。専売政策による「生産農家許可制度」および「全量買取制度」が存在したからこ
そ，消費者の嗜好の変化にともなう外国産葉たばこの輸入拡大，国産葉たばこの過剰在庫2年分と
いう圧倒的に不利な状況下でも，国際価格の約3倍の国産葉たばこを安定的に生産できた。専売公
社の民営化にともない，葉たばこの買いとりが自由契約になれば，国産葉たばこの買取量が激減する
のはあきらかであっただけでなく，たばこ専売法に基づく災害補償金など，その他の「農政的配慮」
も撤廃される可能性があった。とくに臨調内外で全量買取制が問題視されていたことが，葉たばこ農
家が院外活動にのりだした最大の動因であろう。
　葉たばこ農家で組織される全国たばこ耕作組合中央会は，第四部会のヒアリングにおいて，欧米で
も葉たばこ農家に対して所得保護政策がとられていることを説明しているほか，自民党にも強い働き
かけをおこなっている。また，たばこの小売業者は，たばこ農家ほどの保護はなかったものの，販売
は免許制に基づいており，一定地域内で独占的に販売する権利を持っていたことから，免許制撤廃に
つながる民営化には反対であった。
　自民党：専売民営化と他の二公社の民営化議論との最大の相違点のひとつは，自民党が党内に「専
売制度に関する特別委員会」（専特）を設置し，政府や臨調とは異なる姿勢をとっていた点である。
専売事業が，他の二公社の事業とは異なり，農業と密接な関連を持っていたことによるものである。
たばこ生産農家は，米作農家に比較して絶対数は少ないが，全国的な広がりを持っていたうえに，た
ばこの専業農家の比率は当時で30％，残り70％は兼業である56。全国たばこ耕作組合中央会は，地方
28か所にたばこ耕作組合という地方組織を持ち，耕作組合の組合員は，「すべからく農協の組合員で
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もある」57というのが実状であった。葉たばこ農政が農水省ではなく大蔵省の所管であったとして
も，農村内部はたて割りになっていなかったのである。
　過剰在庫と全量買取制度，その対策としての生産調整，生産調整にともなう農政的配慮，海外から
の市場開放圧力という構図は，規模が違うだけで本質的には食管制のもとにあった米作と相似形をな
している。コメを中心とする農産物の自由化問題に決着がついていなかった当時，自民党にとって専
売民営化の問題は，単に公社形態の変更を意味するのではなく，農政全般に対する態度をどう示すか
という問題であった。結果的に，自民党専特は公社制維持（ニュー公社論）を決定し，臨調による第
三次答申提出後，政府案の法案作成過程に影響力を行使する戦略をとるのである。
　1982年5月17日，第43回調査会において，第四部会は「三公社，特殊法人等の在り方について」
と題する報告を提出。これを受け，7月30日，第二臨調は第78回調査会において「行政改革に関する
第三次答申一基本答申一」を決定し，鈴木首相に提出した。
　基本答申は「経営形態」について，「基本的には民営であるべき」としながらも，i）当面，政府
が株式を保有する特殊会社とする，ii）政府は，特殊会社の株式を逐次公開する，　iii）国産葉たばこ
問題が解決され，特殊会社の経営基盤が強化された段階で製造独占を廃止し，特殊会社を民営会社と
する，という段階的な完全民営化を提案した。第四部会は，あらかじめ政府・与党対策を考え，4月
中ごろまでには，分割・完全民営化から民営化（特殊会社化）に軸を移していたのである58。これに
ともなう制度の主要な変更点は，①葉たばこの全量買取制度と耕作許可制度は廃正し，葉たばこの耕
作面積（量）と価格は契約方式に改める，②小売人指定制度の廃止し，契約方式に改める，③流通専
売を廃止し，民間の一般会社と特殊会社が外国たばこをとりあつかう，④専売納付金制度を廃止し，
消費税制度に変更する，⑤特殊会社への公的関与は必要最小限にとどめる，⑥労働関係は労働三法に
よる，の六点である。
　この製造独占維持，特殊会社化，たばこ消費税導入という案は，外国製たばこも課税可能となる点
で，歳入安定を第一とした大蔵省はもちろん，経営の自主性は拡大させつつも分割はしないという点
で，専売公社においても合意可能な内容であった。全専売も⑥にくわえて，雇用維持の労働協約を専
売公社と締結することで，民営化に合意した。反面，とくに①と②は，たばこ農家と小売人にとっ
て，厳しい内容だったといえる。
　8月6日，自民党は基本答申について，「大筋を了承し，これを尊重」するという党声明を発表し
たが，10日に出された閣議決定や政府声明の「最大限尊重する」とは，すでにトーンが若干異なっ
ている。その後，9月24日と翌1983年5月24日に行革大綱と新行革大綱が閣議決定されるが，両大
綱ともに，専売民営化については答申の趣旨にそって調整し，次期通常国会へ提出すべく検討を進め
るという内容であった。その間に総裁選があったとはいえ59，党内調整は難航していた。「ゆり戻し」
がピークに達したのは，1983年11月ごろからである60。11月1日，自民党行政調査会の正副議長会
議が，実質的にたばこの輸入自由化以外は，現行形態を維持することを目的とする「ニュー公社論」
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を方針として決定した。その骨子は，①事業計画や役員の任免には大臣が決定権を持つ，②たばこの
輸入自由化は卸売り段階までとし，小売り人指定制度は維持する，③葉たばこの全量買取制は維持す
る，④専売公社を合理的企業経営が最大限可能な政府関係特殊法人とする，という内容である。
　1984年1月25日，内閣は「行政改革に関する当面の実施方針について」を閣議決定，今国会中の
法案提出を表明し，水面下で大蔵省と自民党との間の調整が進められた61。3月末には，大蔵省が専
売改革関連法案をまとめている。最終的な内容として，他の二公社と同様に専売公社も民営化すると
したが，①全量買上制維持，②葉たばこの価格と耕作面積を決定するための審議会を新会社内に設置，
③小売人は大蔵大臣の許可制，④株式は全額政府出資し，政府に一定率の株式保有義務を課す，⑤株
式売却には国会の承認を必要とするなど，政府と国会による監督権限が強化されることとなった62。
　4月16日，政府は専売改革関連5法案を第101特別国会に提出し，8月2日に同法案は無修正で可
決成立した。そして翌年4月1日の日本たばこ産業株式会社の発足とともに，80年間存続した専売
政策は，制度上，幕を閉じたのである。
むすびにかえて
　専売公社の民営化は，他の二公社との単なる横ならびの民営化ではなかったといえる。第一に，間
接税制度への移行を困難にしていた専売納付金制度が，定率化されたという制度的要因。第二に公共
企業体等職員の身分と労働権に関する問題が，すでに分割完全民営化とあわせて議論されていたこと
で，民営化というアイデアが広まっていたこと。第三に日米たばこ市場開放問題という「外生的要
因」。これら三要因は，単独では専売政策を民営化に転換させることはできなかったであろう。三要
因が同時期に集中していたこと，さらにその時期が，第二臨調の設置と重なっていたことによって，
「政策の窓が開かれた」のである。
　これら三要因は，専売政策の財政専売という政策目的とは，直接の関係がない。国庫への専売納付
金の納付という政策目的は達成され続けてきただけでなく，その目的達成のため，葉たばこの生産，
たばこの製造の生産性も向上させる必要があった。生産性という点からみても，専売政策に「政府の
失敗」といえるほど重大な問題がなかったために，かえって公社時代の旧制度を多く残したままの民
営化になったといえる。また，専売当局と葉たばこ農家間の手続きの簡素化や，葉たばこ耕作を指導
するために，大蔵省が組織したたばこ耕作組合が，利益集団に転化したことが，葉たばこ全量買取制
などの制度が残される要因となったのである。
　こうした政策転換の問題点は，民営化が不十分だという抽象的な問題ではなく，民営化後のJTに
たばこの減反や生産調整費を支払わせるといったかたちで，政府の方針として決定したたばこ農家へ
の農政的配慮の結果責任をJTに転嫁するなど，公私の領域があいまいなグレーゾーンを拡大させて
しまったことにあろう。外国産葉たばこの輸入をさらに拡大するほうが経営上有利なJTと，全量買
取制の維持を確保しなければ生産が成り立たない耕作組合，再度の財政的支出を避けたい政府という
組み合わせによって，現状の制度から容易に転換できなくなってしまっているのである。
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　民営化の実施時期が，戦後まもなく大量採用した職員の退職時期と一致したことや，「バブル経済」
と重なっていたため，たばこ農家の大幅な転作を実現できたこと，現在のJTは年間900億円前後の
利益を出している「優良企業」となっていることなど，専売民営化を評価すべきところもある。反面，
個々の公社の「実状」に応じて民営化が実施されたために，政府の果たすべき責任についてあいまい
になってしまったという点は，今後の課題あるいは教訓であるように思われる。
?
1財政制度等審議会「日本たばこ産業株式会社の民営化の進め方に関する中間報告」2001年12月12日，15ペー
　ジ。ただし，2分の1以上の株式保有への移行にくわえて，「②JTの機動的な新株発行を可能とするため，政
　府の株式保有比率の計算式上，新株発行による株式増加数を分母の発行済み株式総数に参入しないこと」「③
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　弘「日本における公企業の改革」『季刊行政管理研究』第73号，行政管理M究センター，1996年，38～41ペー
　ジを参照。法制度上の分類の多様さについては，前掲「政策環境の変化」41～42ページを参照。
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　要する工場があるなど，高速巻上機の導入にばらつきがあったことが指摘されている。
30日本専売公社法第四干三条十三項は，1979年まで以下のように規定していた。「公社は，毎事業年度の決算上
　’の総収益から総損失を控除した金額から左の掲げる金額を控除して得た金額を翌年五月三十一日までに納付し
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34前掲「政策環境の変化」，42～45ページ参照。
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39真渕勝，久米郁生など『政治学』有斐閣，1997年，98～101ページにおいて，三公社民営化にマスコミが果た
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40経済界も，積極的に支持を臨調発足当初に示している。「（第二臨調（筆者注））初会合の四日前の三月十二日，
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　1981年，50ページ。）
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　なかんずく国労，動労ではないかというのが，中曽根さんの当時の着眼であったように思われます。そうした
　着眼とあわせて財政再建問題，これが当時の重要な政治的課題と。その下で土光臨調が動き始めた，こういう
　ことでごさいます。」（2001年5月22日「財制度等審議会たばこ事業分科会たばこ事業部会第5回議事録」）
42それぞれ次のような文書をもとにした。大蔵省「専売公社の経営問題について」1983年4月。日本専売公社
　「たばこ事業の経営形態について」1982年3月。全専売「専売公社の経営形態等に関する意見」1981年12月。
　社会党「第四部会報告に対する見解」1982年5月。総評「要請書」1982年4月。全国たばこ耕作組合中央会
　「臨時行政調査会第4部会提出資料」1981年12月。自民党は1983年11月の専特が決定した方針。財界について
　は文末注40を参照。
43臨時行政調査会設置法，第2条。
44同上第2項。
45同上第3項。
46加藤　寛「公社の民営化をめぐる政治と経済」『公益事業研究』第39巻第1号，公益事業学会，1987年9月。
47「行政改革に関する第三次答申」『臨調基本提言』行政管理研究センター，1982年8月，94ページ。
482001年5月22日「財制度等審議会たばこ事業分科会たばこ事業部会第5回議事録」
49大蔵省「専売公社の経営問題について」1983年4月16日。
50Hood，　Exf）lzining，　pp．49～52．
51たとえば，JTの本田勝彦社長は，2001年2月28日の財政制度等審議会たばこ事業分科会たばこ事業部会第二
　回会議において，「経営主体につきましては，自主責任経営体制の確立を早急に図るべきであるというのを，
　昭和43年に実は打ち立てたわけでございます。その後……，たまたま昭和56年に臨調が始まりまして，57年
　に臨調答申が出たわけでございますけれども，率直に申し上げまして，私ども，チャンスが来た，好機到来と
　いうように受けとめていたのが，当時の専売公社の実態でございます」と発言している。民営化後十数年たっ
　てからの発言であるとはいえ，ある程度は公社内で民営化に前向きな要素もあったことを示している。
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52たとえば，寺戸恭平「公企業管理の問題状況一公社の自主性と独占権の乱用に関連して一」『季刊行政管理研
　究』8号，1979年12月，参照。
53本稿文末注51参照。
54「身分が変わることに不安があって民営化に反対してきたが，組合（旧全専売と旧全逓：筆者注）が努力して
　条件を詰め，経営側がこれに誠実に対応したので，結果的に心配したようなことは起こらなかったかというこ
　とかとの質問があり，そのとおりであるとの回答があった。」（1997年10月1日行政改革会議第2回企画・制
　度問題および機構問題合同小委員会議事概要）
55飯尾，前掲，284ページ。
56第四部会資料「たばこ専売事業について［資料編］」「第24表たばこ作農家と全農家の専・兼業比率の比較」
　より。
572001年3月22日「財制度等審議会たばこ事業分科会たばこ事業部会第3回議事録」における新屋敷修専門委
　員（全国たばこ耕作組合中央会専務理事）からのピアリソグ。
58八木専門委員によれば，「いずれも，3公社並びと申しますか，高度成長時代の政府事業の全面見直しという
　文脈の中で位置づけられた案として論議されたわけでございますが，比較的早めに議論の方向が見えてきた。
　この段階，4月16日の討議資料がつくられた段階では，国鉄については分割民営まで行くが，電電，専売につ
　いては，落としどころとして，どうも第2案（特殊会社案（筆老注））ではないかなと。分割まではどうかな
　　というご議論が強かったということでございます。でなければ，政府・与党，特に与党を乗り切ることができ
　ないというのが，臨調関係者のほぼ一致した共通認識，私どももそれを若干側面からお手伝いいたしておりま
　　したが，そうした認識だったと思います。」2001年5月22日「財制度等審議会たばこ事業分科会たばこ事業部
　会第5回議事録」
591982年10月12日，鈴木首相が辞意を表明し，23日に党予備選で圧勝した中曽根が11月26日に首班指名を受け
　ている。
601983年10月12日，東京地裁はロッキード事件について田中角栄元首相に対し，懲役4年の実刑判決を出し，
　11月28日に衆院解散，12月18日総選挙で自民党大敗（36議席減の250議席），と政局は混乱していた。
61八木専門委員によれば，「政府側の案でございますが，自由民主党専特のニュー公社論。これでは，やはり国
　鉄改革，電電改革の改革のトーソとはうまく合わないよということで，やはり形の上では特殊会社構想に踏み
　切ろうではないかと。特に，当時の自民党行財政調査会長の橋本元総理の，間に入ったご尽力が多々あったわ
　けであります。ただし，実質的には，農政対策，流通対策については，かなり与党側の言い分を取り入れよう
　ではないかということでございます。したがって，政府の監督，また株の保右というものについても，多少重
　ために設計をするということになった経緯がございました」2001年5月22日「財制度等審議会たばこ事業分
　科会たばこ事業部会第5回議事録」
621984年3月28日，全国たばこ耕作組合の組長会議が緊急に開催され，自民党専特委員長が専売改革関連法案
　　について報告を行っている。
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